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1 はじめに
人々や企業が多数集まる都市では，交通渋滞や居住環境の悪化に代表される
さまざまな都市問題が発生する。こうした問題は市場の失敗や誤った都市政策
による結果であることが多く，資源配分に重大な影響をおよぼす。都市におけ
る代表的な経済の歪みは市場の不完備性に由来している。例えば，住宅地の近
隣に工場がある場合には騒音が問題化し，低層住宅が密集する地域に高層ビル
が建築されると日照権の問題（近隣外部不経済）が発生するかもしれない。道
路の渋滞や通勤鉄道の混雑（混雑外部不経済）も社会的な費用を増大させる原
因になっている。このような外部性がある場合には，土地利用に関して適切な
価格づけが行われないために，住宅や事業所の立地，交通需要は非効率にな
る。また，建築物は着工から竣工するまでの期間が長い 。このため不動産市
場には将来財の価格が未知であるという点で不確実性が存在する。さらに，建
築物には耐久性があるため簡単に建て直しをすることができず，不確実な予想
を前提に成立した市場の需給調整スピードはきわめて緩慢になる。
市場経済における経済活動が価格メカニズムによって決定される点は，都市
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の経済においても例外ではない。賃金，雇用量，住宅の広さ，家賃などは，歪
みのない市場では適切に調整されるはずである。現在の日本では，資源配分の
の経済においても例外ではない。賃金，雇用量，住宅の広さ，家賃などは，歪
みのない市場では適切に調整されるはずである。現在の日本では，資源配分の
歪みに対する都市政策のほとんどは都市計画による規制と誘導という形おこな
われている。中でも，土地の用途や建築物の形態を定める土地利用規制は都市
の経済に重要な影響を与えている。
土地利用規制は地域地区を定め（ゾーニング制），地域地区における利用用
途と建築物の形態を定める規制である。都市計画法第 8条第 1項では，周囲の
利用状況，歴史的経緯，自然環境などに鑑みて 16項目の地域地区を定めてい
る。このうち，住宅，オフィス，工場などの用途を定めている地域を用途地域
とよび，11種類の指定を行っている。建築物の形態制限は，
• 容積率制限（敷地面積に対する延べ床面積の割合の制限），
• 建ぺい率制限（建築面積の敷地面積に対する割合の制限），
• 斜線制限（日当たりや通風などに配慮した建築物の部分的な高さの制限）
などである。このような規制は，住宅，オフィス，工場の立地，建築物の形態
を定めるのみならず，市場経済を通じて事業所の集積度，不動産価格，賃金率，
通勤パターンなどさまざまな経済活動に影響をおよぼす。
形態制限の中でも容積率規制は，事業所の雇用量や居住人口を間接的にコン
トロールするので，市場での自由な立地決定に対して大きな拘束力をもってい
る。容積率規制をはじめとする形態制限の成立過程や変遷を概観すると，規制
の算定基準は必ずしも明快かつ客観的ではないものの，市街景観の確保，近隣
紛争の事前回避，交通量との関係などを念頭に規定されているものと考えられ
る*1。言いかえれば，容積率規制は近隣外部不経済や混雑外部不経済といった
市場の不完備性によってもたらされる市場の失敗の是正を目標にした規制と考
えることができる。
*1 例えば，大方 (1987)のレビューを参照
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しかしながら，容積率規制は交通量等を抑制するだけでなく，都心で実現す
る高い生産性をも抑制してしまう。企業間における取引，情報交換，サービス
需供などは労働者らの対面的接触によってなされる場合が多い。雇用密度が高
く，交通の利便性の高い地区では潜在的な顧客数が多いため，労働者間の対面
的接触に費やす移動時間が節約され，業務効率を改善することができる。容積
率規制はこのような集積の利益を抑制している可能性がある*2。
主要な業務地区における高い生産性を反映した高水準の地価や賃料自体は市
場における正常な結果である。したがって，土地の希少性は高いのであるか
ら，床面積を生産するときに必要な土地以外の生産要素である資本への集約度
を高めることによって，効率的生産が達成となる。容積率規制がある場合に
は，床面積市場は逼迫するため，地価や賃料はさらに高騰する。その結果，支
払い許容金額の高いオフィス用途によって住宅用途が駆逐され，居住選択が大
きく歪められることになる。最終的には都心の夜間人口が著しく減少し都市圏
の過大な拡散がもたらされることによって，長距離通勤による不必要なコスト
が発生する。
以上のように，容積率規制をはじめとする土地利用規制は外部不経済を抑制
するが，生産性の低下と居住地選択の歪みという副作用をもたらす。市場の失
敗に対する政策手段とみなせば，資源配分を達成する上で必ずしも望ましい政
策ではないことがわかる。
本稿の目的は，容積率規制，建ぺい率規制，建築基準の程度が事業所が集積
する業務地区の土地利用にいかなる影響を及ぼすかについて，モデルを用いて
検討することにある。容積率規制に関する研究では，規制が拘束的な場合と非
拘束的な場合で土地利用規制の変更が与える効果にどのような違いが生じるの
*2 例えば，東京都心の一部商業地区では最大指定容積率は例外を除いて 1000%が上限である
が，ニューヨーク・マンハッタンでは 1800%である。実際の使用容積率もマンハッタンの
ミッドタウンでは 1421%に達する。ニューヨーク以上に高密度な東京において，これは相
対的に強い規制水準である。
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かを分析する。実際の商業地域でも指定容積率の充足率には空間的に格差があ
り，土地利用規制の変更が一様な効果をもつとは限らない可能性がある。この
点に注目して，本稿では容積率規制が拘束的な地区と非拘束的な地区が混在す
る経済を想定し，オフィスビルを開発する産業と開発されたビルの床面積を需
要する事業所の 2種類の経済主体を考える。土地利用規制を前提とするときの
床面積市場および労働市場の均衡を描写し，規制水準の変化が経済厚生に与え
る効果について分析をおこなう。
本稿の構成は次のとおりである．まず，次節で先行研究と本研究の対比を行
なう．第 3節でオフィスビル開発業者とオフィス立地を行う事業所の主体的均
衡を描写し，価格体系が一定のもとで土地利用規制が経済主体の行動にもたら
す効果について述べる。第 4節では，この経済の市場均衡を定義し，第 5節に
おいて，規制変更が厚生に与える効果を測るための余剰関数を定義し，その性
質を検討する。第 6節では解釈の容易な最も小さな「都市」を想定して定性的
な分析を行う。また，付論において数値的な分析を行い，規制が厚生に与える
影響を定量化する．
2 先行研究
土地利用規制の変更やゾーニングが資源配分に及ぼす効果を分析した研究
は，Ohls, et al.(1974)，Grieson and White(1981), Brueckner(1995)などに
おいて数多くなされている。これらの研究は主に用途規制や最低敷地面積に関
する規制が分析の対象であり，建ぺい率や建築基準の設定が建築物の開発に与
える効果を分析していない。また，土地利用規制が変更されれば事業所の立地
分布も変化するはずであるが，都市空間の構造変化がいかにして生じるか不明
である。
容積率規制に関する分析は Arnott and MacKinnon(1977) で行われてお
り，高さ制限によって容積を制限することで，都市住民が公園や運動競技場
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(open space) に対する需要を見出し，地代が上昇するという結果を導いてい
る。Cheshire and Sheppard(2002)では，都市計画による open spaceの創出
が，どの程度厚生を上昇させるかを実証分析によって定量化している。このよ
うな成長管理政策に関する分析は住宅地に焦点を合わせたものが多いのが特徴
である。Fu and Somerville(2001)は開発業者に対する容積率規制を行動描写
に取り入れ，主体的な均衡条件から導かれる地代関数を線形回帰モデルによっ
て推定を行っているが，規制の効果が事業所のオフィス立地に与える影響はブ
ラックボックスであり，地代や賃料の変化に関して，どのようなメカニズムを
想定しているのか不明である。
山崎・日引 (1993)は，ゾーニングを所与として資本と土地を用いて生産活
動を行う都市部門と郊外部門のニ部門の産業を考え，住宅やオフィスビルを開
発する都市部門において，建ぺい率規制，建築基準の指定，容積率規制が課さ
れていることを前提に，これらの規制緩和が資源配分や所得分配にどのような
効果を持つのかを一般均衡モデルを用いて分析している。この分析では，都市
部門の生産関数によって都市全体の生産活動と市場均衡を描写しており，事業
所の生産活動との相互関係を考慮しているものの，空間的な視点がない。
以上の先行研究において，建築物を需要する経済主体の空間的立地行動，さ
らに労働市場を通じた賃金率の決定に関しては不明である。また，土地利用規
制が市場の不完備性によってもたらされる市場の失敗の是正を目標にした規制
であるなら，規制が厚生に与える影響を検討してはじめて政策的インプリケー
ションが得られる。本研究はこれを明示するための一般均衡論的枠組みを提示
する。
5           
3 土地利用規制下でのオフィスビル開発と事業所の
オフィス立地
3.1 オフィスビル開発業者の行動
ビル開発において，建築基準，建ぺい率規制および容積率規制の水準が指定
されているものとしよう。このような規制下で，資本と敷地面積を投入してオ
フィスビルを建設する業者の行動を考え，建設されるオフィスビルの床面積を
Q，資本を K，敷地面積を L とおく。開発業者の生産技術が次のようにあら
わされるものとしよう。
Q = Q(θKK, θLL) (1)
ただし，0 < θK < 1，0 < θL  1である。ここで，θK は建築基準の程度を示
しており，基準の程度が高いほど θK の値は小さくなり，床面積生産に実効的
に投下できる資本は減少する。逆に建築基準の程度が低い場合は θK の値は大
きくなり，床面積生産のための実効的な資本投下量が増加する。指定された建
築基準のもとで床面積Qを生産するために，防火性，耐震，周囲への安全性の
確保に投じられる資本の量は (1− θK)K となる。θL × 100%は建ぺい率を示
しており，Qの床面積を生産するのに実効的に建築できる部分（建築面積）は
θLLである。
(1)の生産関数は資本と敷地面積の投入に関して線型同次であるものと仮定
しよう。このとき，敷地面積あたりの床面積は次のように書き換えられる。
q = q (θKk, θL) (2)
ただし，q = Q/L，k = K/Lである。ここで，dq(·)dk = qk > 0，
d2q(·)
dk2 = qkk < 0
を仮定しよう。ただし，関数 q(·)の下付の添え字は当該変数での微分を示して
いる。開発において，業者は市場で決まる資本のレンタル価格 iと地代 r に直
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面しており，床面積の賃貸によって床面積あたり R の賃料を得る。いま，床
面積と敷地面積の比 (q)を容積率，敷地面積あたりの資本投下量 k を資本－土
地比率とよぶことにすると，規制された所与の指定容積率 q¯ のもとで，(q, k)
を選択するビル開発業者の静学的な利潤最大化問題は次のように描写すること
ができる。
max
q,k
Rq − ik − r
s.t. q(θKk, θL) = q, and q  q¯
二つ目の制約条件に対応する乗数が正のとき，指定容積率 q¯は拘束的 (q = q¯)
であり，規制水準の限度まで床面積を供給するので q(θKk, θL) = q¯ が成立し，
資本-土地比率 k は所与の (θK , θL, q¯) によって一意に定まる。また，同時に
i > Rqk(θKk, θL) が成立する。一方，容積率規制が拘束的でないとき，資本-
土地比率 kは指定容積率とは無関係に決まり，i = Rqk(θKk, θL) が成立する。
すなわち，ビル開発業者の資本-土地比率の需要について次が成立する。
k =
{
kB(q¯, θK , θL) 規制は拘束的
kN (R, i, θK , θL) 規制は非拘束的
(3)
市場が競争的ならば，開発業者の利潤がゼロになるところで均衡が達成され
る。すなわち，次が成立する。
r =
{
Rq¯ − ikB(q¯, θK , θL) 規制は拘束的
Rq(θKkN (R, i; θK , θL), θL)− ikN (R, i; θK , θL) 規制は非拘束的
(4)
事業所用に土地を開発しない場合の土地の機会費用を rA とすると，r  rA の
とき開発業者に土地を賃貸することで土地市場の取引が成立する。r < rA の
ときにはそれ以外の用途に土地が用いられるので，地主は rA の収益を得る。
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3.2 土地利用規制と資本-土地比率
オフィス賃料 R と資本のレンタル価格 i を所与とするとき，土地利用規制
の水準と資本-土地比率の関係は，開発業者の主体的均衡条件から以下のよう
に描写できる。
規制が拘束的なケース
容積率規制が拘束的なケースでは，q¯ = q(θKk, θL)より規制水準に応じて資
本－土地比率が決定される。
∂kB
∂q¯
= 1/qk > 0 (5)
∂kB
∂θK
= −k/θK < 0 (6)
∂kB
∂θL
= −qθL/qk < 0 (7)
以上の式における符号は次のようにして解釈できる。容積率規制が拘束的であ
るとき，資本-土地比率は指定容積率の水準に応じて決まるので，q¯ の増加は資
本集約度を高める（5）。建築基準の規制が緩和されると，θK が上昇するため，
建設に実効的に投下される資本が増大する。そのため，より少ない資本－土地
比率 k で規制水準の床面積を生産することができる。逆に，建築基準が強化
されると k は増大する。したがって，θK の上昇は k を低下させる（6）。建ぺ
い率規制が緩和され θL が上昇すると，実効的な土地投入量が増加するため，
生産関数が上方にシフトする。容積率規制が拘束的ならば，θK が一定でもよ
り少ない k で床面積が生産される。したがって，θL の上昇は k を低下させる
（7）。
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表 1 規制水準の変化と資本-土地比率
q¯ θK θL
kB + − −
kN · − +
規制が非拘束的なケース
容積率規制が非拘束的なケースでは，利潤が最大となるように qおよび kが
決定される。すなわち，1階の条件 Rqk(θKk, θL) = iを用いて次の性質が得
られる。
∂kN
∂θK
= −1/θK < 0 (8)
∂kN
∂θL
= −qkθL/qkk > 0 (9)
建築基準の規制が緩和され，θK が上昇すると建設に実効的に投下される資本
の量が増える。そのため，敷地面積あたりの資本の価値限界生産物が上昇し，
所与の資本レンタル価格およびオフィス賃料のもとでは k が減少する。逆に，
建築基準が強化されると kは増大する。また，建ぺい率規制が緩和された場合
は，敷地面積あたりの資本の価値限界生産物が低下していくのにしたがって k
が上昇する。したがって，容積率規制が非拘束的なケースでは拘束的なケース
とは逆に，規制水準 θL の緩和は k を上昇させる。
3.3 事業所のオフィス立地
この節では事業所のオフィス立地行動を描写する。企業が立地の対象として
選ぶ都市が J 個の区画で示されるものとしよう。それぞれの地区 j は一定の
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敷地面積をもつものとする。一般に企業間の取引や情報交換などは対面的な接
触によってなされる場合が多い。他の企業との対面的な接触が重要であると考
えれば，多数の企業が集積する地点やそのような場所へのアクセスが便利な地
点に立地することで，移動に要する時間費用が節約できるため労働者の業務効
率は改善される。同じ雇用量でも集積の経済によって業務効率が異なる。各地
区の労働者数ベクトルをN = {N1, N2, · · · , NJ} ，地区 j, k 間の移動距離を
djk とおくとき，地区 j における労働投入の効率性指標は
νj = νj(N) = exp
{
a
J∑
m=1
Nm exp(−δdjm)
}
(10)
と定義される。ただし Nj は地区 j の集計された労働者数であり，立地した地
区以外の企業と取引を行う場合には，労働者数を取引相手のいる地区 kまでの
移動距離 djk で割り引いている。すなわち，exp(−δdjm)は移動距離とともに
減衰する割引関数である。aは近接性の利益を示すパラメータ，δ は距離の減
衰パラメータであり，それぞれ正であることを仮定する。したがって，労働者
数の増加が効率性を高めるので，∂νj/∂N > 0 である。また，djj = 0 およ
び djk > 0 (j = k) を仮定し ∂νj∂Nj >
∂νj
∂N
であるものとしよう。このとき，
代表的企業の雇用量が nである場合，効率性単位で測った実効労働力を
j = νj(N)n (11)
と表現できる。
事業所用建築物に対する容積率の規制の一つの根拠は社会資本の利用や交通
に関する混雑の緩和であると言われている。事業所が密集する地点において，
道路や上下水道などの社会資本サービスに混雑が発生しているとすれば，公共
的な投入物の実効的な生産性上昇効果は低下するものと考える。いま，事業所
が利用できる公的に供給されている社会資本サービスの水準を
Zj = Z(Nj , Gj) (12)
10           
とおく。ここで，Gj はサンクされた一定の社会資本ストック量である。
∂Zj
∂Nj
< 0 であり混雑によってサービスの水準が低下することを仮定する。オ
フィス床面積 s，労働 n を投入して y を生産する地区 j における代表的企業
のオフィス業務生産関数は，立地点によって業務の効率性に差異があるため
yj = F j(s, n) となる。具体的には，企業の実効労働力が労働者の集積度に
よって決まる生産技術を考え，(10),(11),(12)の各式を利用して次のように定
義する。
yj = A(Zj)f(s, νj(N)n), (j = 1, 2, · · · , J) (13)
ここで，生産要素 (s, n)の投入に関して線形同次であり，社会資本サービスの
水準は生産性に対してヒックス中立的に作用するものと仮定する。
企業数は十分に多く，市場は競争的であるものとする。個々の企業は市場オ
フィス賃料 R と賃金率W に直面しており， N , Zj を所与として次の費用最
小化行動により床面積 sと雇用量 nを決定するものとしよう。
min
s,n
Rjs + Wn
s.t. A(Zj)f(s, νj(N)n) = yj
この問題の間接目標関数である単位費用関数は c(Rj ,W, νj(N), Zj) となる。
市場が競争的であるならば，自由参入の結果達成される利潤はどこに立地して
もゼロになる。このため単位費用関数は財価格に等しくなければならない。財
価格を 1に基準化するとき，競争の結果，上記の単位費用関数は 1にちょうど
等しくなる。もし (W,N , Zj)が与えられたとき，この等式（費用フロンティ
ア）が成り立っていなければ，この地区のオフィス床面積への需給ギャップを
解消するようにオフィス賃料 Rj が調整される。例えば，この地区の集計的労
働者数が増加すると業務効率が改善するので，より低廉な費用でオフィス業務
を遂行できる。したがって，このときオフィス賃料は上昇しなければならな
い。言いかえれば，費用フロンティアは (W,N , Zj)と Rj の対応関係も示し
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ていることになる。Rj について解くと，次の付け値賃料関数が定義できる。
Rj = R(W, νj(N), Zj) (14)
この式の左辺は市場オフィス賃料であり，右辺は競争的な企業がゼロ利潤で支
払いうる付け値賃料を示している。
4 土地利用規制下での市場均衡と規制変更
4.1 市場均衡
オフィスの建設と立地を統合して，労働市場および床面積市場の需給均衡を
考える．ここで以下の仮定をおく．
仮定 1 : 他の都市からこの都市への労働人口の流入はなく，利用可能な雇用
量が一定である．
仮定 2 : オフィス・ビルの開発業者は同質的であり，それぞれの地区において
集計的に床面積が生産される．
仮定 3 : それぞれの地区で利用可能な敷地面積は一定で，便宜上 1に等しい．
したがって，任意の地区 j において床面積供給量は容積率 qj に等しい．
仮定 4 : 都市の外部も含めて資本の移動は完全に自由であり，全国水準のレ
ンタル価格 i∗ を所与する．
はじめに床面積の需要を集計する。一人あたり床面積需要は二つの解関数の
比から
s˜j = s˜(Rj ,W, νj(N)) =
s(Rj ,W, νj(N), A(Zj), yj)
n(Rj ,W, νj(N), A(Zj), yj)
(15)
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である。このとき，企業がゼロ利潤で需要する一人当たり床面積は付け値賃料
(14)を (15)式に代入することによって得られる．これを
s˜j = s˜(W,ν(N)Zj) (16)
と表そう．このとき，地区 j におけるオフィス床面積の集計需要は Nj s˜j と表
現できる．床面積の供給は規制が拘束的なとき qj = q¯j であり，非拘束的なと
き (3) と (14) を利用して qj = qj(R, θKj , θLj) = qj(W, ν(N), Zj , θKj , θLj)
となる．ただし，仮定より資本のレンタル価格は外生変数なので明示的に記さ
ない。
いま，J 個の区画のうち j = 1, 2, · · · , B の区画において規制が拘束的で，
B + 1, B + 2, · · · , J の区画において非拘束的であるものとし，少なくとも一
つの区画で規制が拘束的であるものとしよう．
地区 j のオフィス・床面積および労働の需給方程式は
Nj s˜(W, ν(N), Zj) =
{
q¯j (j = 1, · · · , B)
qj(W, ν(N), Zj , θKj , θLj) (j = B + 1, · · · , J)
(17)
J∑
j=1
Nj = N¯ (18)
となる。N¯ は都市全体で利用可能な労働人口であり，仮定より外生変数であ
る．(17)，(18)における J + 1本の方程式システムから内生変数 (N ,W ) が
決まる．すなわち，規制水準 q¯B = (q¯1, q¯2, · · · , q¯B)′ ，θK = (θK1, · · · , θKJ)′
，θL = (θL1, · · · , θLJ)′ を所与とするとき，もしこのような経済の市場均衡が
存在すれば
N∗j = N
j(q¯B ,θK ,θL, N¯) (j = 1, 2, · · · , J)
W ∗ = W (q¯B ,θK ,θL, N¯)
によって競争均衡解が特徴づけられる．これらの解が決まれば，オフィス賃料
(14)，一人当たりオフィス・床面積 (15)，オフィス供給量および地代も自動的
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に決定される．
ただし，上記の解を代数的に解くことは困難である。実数解だけを考える場
合でも複数均衡になることが予想される。そのため，数値的な解析を付論で
行う。
もし，すべての規制の水準がどの地区でも同じであれば，内生変数の相対値
は地理的属性だけで決定される。移動の利便性の高い地区では労働投入効率性
指標が高くなるので，そのような地区では高い生産性が実現する。個々の企業
が同質であっても立地点によって生産性格差が生まれると，生産性の高い地区
では床面積需要も高くなり市場が逼迫する。そのため，市場オフィス賃料は上
昇し，移動の利便性をちょうど相殺するように労働者の分布が決まる。最終的
には，移動の利便性の高い都市平面の中心部にいくほど労働集積が高まる分布
になる。
以下では，容積率規制，建築基準，建ぺい率規制の変更が業務地区の均衡土
地利用に与える影響について分析する。
4.2 規制の変更
体系が一定の条件のもとで定符号性をもつことを示した上で土地利用規制の
変更に関する比較静学分析をおこなう。(N ,W ), (q¯,θK ,θL) を全微分すると
次の方程式が得られる。
ΛjNˆj + (1− Γj)
J∑
m=1
νjmNˆm + ΓjWˆ =
{
ˆ¯qj (j = 1, · · · , B)
XKj θˆKj + XLj θˆLj (j = B + 1, · · · , J)
ただし，dN¯ = di∗ = 0 とする。ここで，変数のハット記号は相対変化
(xˆ = dx/x)を示しており，他の記号は以下のように定義している。
XKj = 
q
θKj
(1 + kθKj), XLj = (
q
θKj
kθLj + 
q
θLj
)
Λj = 1− (1 + ζj)(σj + ηjZj ), Γj = (1 + ζj)σj + ηjζj
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νjm =
Nm
νj
∂νj
∂Nm
, qθKj =
θKj
qj
∂qj
∂θKj
, qθLj =
θLj
qj
∂qj
∂θLj
,
Zj =
Nj
Zj
∂Zj
∂Nj
, kθKj =
θKj
kj
∂kj
∂θKj
, kθLj =
θLj
kj
∂kj
∂θLj
,
ζj =
W
Rj s˜j
, σj = −
(
Rj
W
)
s˜j
∂s˜j
∂
(
Rj
W
) , ηj =
{
0 (j = 1, · · · , B)
Rj
qj
∂qj
∂Rj
(j = B + 1, · · · , J)
これを行列表示すると (
E Γ
M 0
)(
Nˆ
Wˆ
)
= G (19)
と整理できる。ただし，
E = diag(Λ) + (I − diag(Γ ))ν
ν = a · diag(N)D,
Λ = (Λ1, · · · , ΛJ )′, Γ = (Γ1, · · · , ΓJ)′, M = (N1/N¯, · · · , NJ/N¯),
Nˆ = (Nˆ1, · · · , NˆJ)′, ˆ¯q = (ˆ¯q1, · · · , ˆ¯qB , 0, · · · , 0)′,
XK = (0, · · · , 0, XKB+1 , · · · , XKJ )′, XL = (0, · · · , 0, XLB+1 , · · · , XLJ )′,
G =
(
qˆ
0
)
+
(
XK θˆK
0
)
+
(
XLθˆL
0
)
とする。ここで，I は J × J の単位行列，diag(·)は対角行列，D = [Djm]は
Djm = exp(−δdjm)を要素とする行列である。
規制水準の変更が (N ,W ) に与える影響を調べるために，(19) を解くと次
が得られる。 (
Nˆ
Wˆ
)
=
[
E−1{I − ΓFME−1} E−1ΓF
FME−1 −F
]
G (20)
ここで，F = − (ME−1Γ )−1 のスカラー値である。これを利用すると規
制の変更が労働者分布や賃金率に与える効果を計測できる。例えば，Nˆ =
E−1{I − ΓFME−1}qˆ より，地区 m での容積率規制の緩和や強化の相対
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変化が地区 j の労働者数変化率に与える効果（Nˆj/ ˆ¯qm）を求めることがで
きる。また，Wˆ = FME−1qˆ より，地区 m での容積率規制の緩和や強化
の相対変化が賃金の変化率に与える効果（Wˆ/ ˆ¯qm）を求めることができる。
ˆ¯qj′ = θˆKj′ = θˆLj′ = 0, j
′ = m とするとき，規制変更による相対変化の比率
（弾性値）を次の式で定義する。
Nˆj
ˆ¯qm
= ψjm,
Nˆj
θˆKm
= ψjmXKm ,
Nˆj
θˆLm
= ψjmXLm
Wˆ
ˆ¯qm
= ωm,
Wˆ
θˆKm
= ωmXKm ,
Wˆ
θˆLm
= ωmXLm
ここで，ψjm は J × J の行列E−1{I −ΓFME−1} の j 行m列要素であり，
ωm は 1× J の行列 FME−1 のm列要素を示している。
5 厚生分析
都市計画者の政策手段は規制水準 q¯,θK ,θL の変更だけであるものとしよ
う。社会資本投資を新しく行うためには，財源のファイナンスが必要となり，
ここでは充当する財源はゼロであるものと仮定し，Gは固定されるものとしよ
う。都市全体の総余剰は S =
∑
j(Nj y˜j − ikj − rAj ) と定義できる。ここで，
y˜j は地区 j の一人当たり付加価値，rAj は都市的な土地利用がなされなかった
場合の機会費用（農業地代）である。生産関数の線型同次性および床面積市場
の需給均衡条件を考慮すると、競争均衡における総余剰は、
S =
∑
j
(rj − rAj + WNj) (21)
である。総余剰の大きさは差額地代と賃金の分配額によって決まり，地主と労
働者の所得を高めることが厚生の増大に直結する。ここでの土地は労働者が不
在地主として所有することを排除するものではない。
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規制緩和が余剰に与える効果は地代の変化と賃金率の変化を観察することに
よって計測できることがわかる。いま，容積率規制水準を ˆ¯qb = dq¯bq¯b × 100%だ
け変化させるとき，(21)式から，総余剰の変分は b = 1, 2, · · · , B  J につい
て以下の式で与えられる。
∆Sb =

W ∑
j
∑
m
Nj
ν
jmψmb + W
∑
j
(
1 +
1
ζj
)
Zj ψjb + Rbq¯b − i∗k(q¯)bkq

 ˆ¯qb
(22)
右辺の第 1項は労働者分布の変化が都市全体の付加価値変化に及ぼす効果を示
している。第 2項は労働者分布の変化が社会資本利用の混雑率を変化させ，付
加価値がどの程度変わるのかを示している。第 3 項および第 4 項は地区 b に
おいて新たに建増し等を行うときの家賃収入変化と建築費用変化（地代収入
変化）を示している。すなわち，規制の変更によって余剰を増大させるために
は，当該地区の地主の地代収入が正となるだけでなく，都市全体の労働効率性
が高まるような外部経済をもたらす事業所立地が実現し，かつ，それが混雑に
よる外部不経済を上回る必要がある。
唐渡・八田 (2003)は，オフィスビルの供給ストックが固定された経済にお
いて賃金率の変化だけを調べている。都市全体で厚生が改善するかどうかは，
効率性指標関数，社会資本サービスの投入関数とその混雑率，およびビル建設
の生産関数（もしくは建設費用関数）に依存しており，実証分析を通じて規制
変更の効果を定量化することができる。付論では，(22)式を利用して厚生分析
を行う．
6 J = 3のケース
次に業務地区が 3地区からなる単純な経済における市場均衡を描写する。外
生的に与えられる容積率規制が拘束的であるか否かによって開発業者の行動は
変化し，均衡解も異なってくる。単純化のために次の仮定をおく。
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■仮定 3 つの地区間には一定の距離があり，d12 = d21 = d23 = d32 =
1, d13 = d31 = 2および djj = 0とする。すなわち，地区 2を中心にして地区
1および地区 3が距離 1で隣接しており，地区 1と地区 3の間の距離は 2であ
るものとする。また νjj > 
ν
jm であるものとする。
地区 2 に立地した企業は移動するのに要する時間費用は他の地区に立地す
るよりも低いため，潜在的に効率性指標の値 ν は最も高くなることが期待さ
れる。均等な労働者数のもとでは ν2  ν1 = ν3 となる。社会資本の混雑効果
を無視すると地区 2 のオフィス賃料は相対的に高く，高い容積率を持ったオ
フィスビルを開発するインセンティブを与える。市場賃料が付け値賃料よりも
高い場合，二つの値が一致するまで企業集積が進むことで容積率は上昇する。
一方で，付け値賃料が上昇する過程では床面積の総需要は減少する。したがっ
て，N2  N1 = N3 となる均衡が得られる。混雑効果がある場合は，企業集積
が生産性を低下させる効果を併せ持つので，付け値賃料を低下させる。この場
合，ν2  ν1 = ν3 であっても周辺の企業集積に対する近接性に優れているた
め，N2  N1 = N3 となる均衡が得られる。
上述の体系において，土地利用規制のうち容積率規制だけが課された状況に
おける規制変更の効果を調べるために，地区 2においてのみ指定容積率 q¯ が拘
束的となるケースを考える。すなわち，N2s˜2 = q¯ とする。この体系から決ま
る (N1, N2, N3,W )と外生変数である q¯ との対応関係は，容積率規制を前提と
した競争均衡解によって決められる。
6.1 ヤコビ行列式の定符号性
例えば，(θK ,θL) は一定のままで指定容積率を緩和するものとしよう。こ
の場合，まず規制が拘束的な地区において床面積市場の変化が起こる。競争均
衡における床面積需要は労働者数と賃金率によって決まっており，規制緩和に
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よってこれらの内生変数が変化する。
競争均衡解と土地利用規制変更との因果性を考えるためには行列式 detE =
0である必要がある。最終的な結果のみをまとめると次のようになる。
命題 1 次の条件を満たすとき detE は負である。
i) νjj > 
ν
jm
ii) Λj  0
iii) Γj  0
条件 i)において，νjj > 
ν
jm であり，労働の効率性指標は集積度の増加に関
して，立地した地区における労働者の増加について最も敏感に反応すること
を定めている。条件 ii)において，付け値賃料の変化を通じた床面積の超過需
要への効果は集積の経済が混雑の不経済よりも強い効果を与えることを仮定
している。条件 iii) は (1 + ζj)σj + ηjζj  0 と書くこともできる。ここで，
ζj
1+ζj
= WRj s˜j+W より，代替の弾力性が労働分配率と供給の価格弾力性の積よ
りも大きな値をとることを示している。代替の弾力性と供給の価格弾力性との
間に一定の関係性があることを要求している。規制の存在は資源配分を阻害す
るため，一定の範囲内に阻害の程度が収まらなければ符号が確定できないこと
を示している。
6.2 指定容積率水準の変更
容積率規制が拘束的な地区 2において q¯の水準を変化させた場合，地区 2の
ビル開発に投じられる資本－土地比率はそれに応じて調整される。地区 1と 3
は価格体系が不変であるかぎり全く影響を受けないため，市場均衡の枠組みで
の動きは不明である。前節で示されたように，土地利用規制の水準は内生変数
(N1, N2, N3,W )を変化させることによって，三つの地区の開発業者と事業所
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のオフィス立地に影響を与える。このとき，地区 2の指定容積率 q¯ の水準を変
化させた場合の効果は次のようにまとめられる。
命題 2 (地区 2の指定容積率水準 q¯ の変更) 命題 1が成立するとき，次が成立
する。
Nˆ1
ˆ¯q
< 0,
Nˆ2
ˆ¯q
> 0,
Nˆ3
ˆ¯q
< 0,
Wˆ
ˆ¯q
> 0, (23)
すなわち，規制が拘束的な地区 2の指定容積率の水準を高めると（低めると），
地区 2の労働者数は増加（減少）し，地区 1と 3の労働者数は減少（増加）す
る。また，賃金率は上昇（下落）する。
この効果は次のように説明できる。拘束的な地区での容積率緩和は，これま
での雇用量のもとでの労働の限界生産性を高める。したがって，地区 2の労働
需要は増大し，都市全体の賃金率を上昇させる。したがって地区 1と 3の労働
者は地区 2に放出され，最終的には新しい賃金率のもとで均衡が達成される。
6.3 建築基準の変更
価格体系が一定のもとでは，容積率規制が拘束的な地区と非拘束的な地区に
おける，建築基準の効果は同一である。
命題 3 (建築基準 θK の変更) 命題 1が成立するとき，次が成立する。
Nˆ1
θˆK
> 0,
Nˆ2
θˆK
< 0,
Nˆ3
θˆK
> 0,
Wˆ
θˆK
> 0, (24)
すなわち，建築基準 θK の水準を高めると（規制を緩和すると）地区 2の労働
者数は減少（増加）し，地区 1と 3の労働者数は増加（減少）する。また，賃
金率は上昇（下落）する。
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建築基準が緩和されると，実効的に投下される資本量が増大する。地区 2で
は指定容積率が拘束的であるため，より少ない資本－土地比率でのオフィスビ
ル開発が可能である。すなわち，地区 2では確実に資本－土地比率が低下する
ので，資本レンタル価格一定のもとで地区 1 と 3 の資本－土地比率は増加す
る。地区 1と 3では資本の限界生産性が高まるので，床面積供給は増大し，オ
フィスの床面積の混雑が緩和される。このため地区 1 と 3 の労働の限界生産
性が上昇することで労働需要が高まり，都市全体での賃金率が上昇する。
6.4 建ぺい率規制水準の変更
建ぺい率規制水準の変更は，価格体系が一定のもとでは容積率規制が拘束的
な地区と非拘束的な地区とでは効果が逆になる。
命題 4 (建ぺい率の規制水準 θL の変更) 命題 1 が成立するとき，次が成立
する。
Nˆ1
θˆL
> 0,
Nˆ2
θˆL
< 0,
Nˆ3
θˆL
> 0,
Wˆ
θˆL
？, (25)
すなわち，建ぺい率の規制水準 θL を高めると（規制を緩和すると）地区 2の
労働者数は減少し，地区 1と 3の労働者数は増加する。ただし，賃金率変化は
不確定である。
建ぺい率の規制水準が高いことは，ビル開発において投入できる建築面積が
増大することに対応しているので，容積率規制が拘束的な地区 2では資本－土
地比率が減少し，非拘束的な地区 1と 3では増加する。建ぺい率の規制の緩和
はによって地区 1と 3の床面積供給は確実に増大するので，やはり建築基準の
緩和と同様に同地区の床面積の混雑を緩和する。このとき，地区 1と 3の労働
の限界生産性がどの程度上昇するのかは不確定であり，都市全体での賃金率変
化も不確定になる。
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7 まとめ
本研究は土地利用規制下にある経済を考え，土地利用規制の変更がオフィス
ビル開発やオフィスの立地行動にいかなる影響をもたらすかについて，どのよ
うな競争均衡モデルを想定すればよいか検討した。
まず第 1に，土地利用規制の直接的な影響を受けるオフィスビル開発業者の
行動は，指定容積率が拘束的か否かで異なり，資本－土地比率に与える効果は
二つのケースでは相反する場合がある。
第 2に，一般均衡論的フレームワークにおいて規制が労働者分布や賃金率に
もたらす経路を検討した。この場合，代数的な解を求めることが困難であるこ
と，多数均衡が存在する可能性があるため，数値計算によって外部性が競争均
衡に与える阻害の程度を制御した上で分析を行う必要がある（付論参照）。ま
た，厚生の変化を調べるために余剰関数を設定し，規制水準が市場賃料と賃金
率を通じて変化する厚生を定義した。これにより規制変更が厚生に与える定量
的な把握が可能であることを示した。
第 3に，3つの業務地区を想定し，最も利便性の高いと考えられる地区に拘
束的な容積率規制がある場合を考え，土地利用規制の変更が市場均衡を通じて
価格体系に与える効果を分析した。このとき，土地利用規制と労働者分布と賃
金率からなる競争均衡解との間には，一定の条件下で因果性が保障されること
を確認した。比較静学分析によると，効率的な競争市場を撹乱する要因である
土地利用規制の緩和は賃金率を上昇させるものと解釈できる。また，都市に一
様に指定されている建築基準と建ぺい率規制の緩和は，指定容積率規制が拘束
的な地区から非拘束的な地区への労働者の移動をもたらすことが示された。
建築基準の設定や建ぺい率規制，容積率規制の指定などによる建築物に対す
る制限は都市環境を良好な状態に維持することを目的として導入されており，
社会資本利用の混雑抑制に一定の効果を持っているものと考えられる。本研究
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で示された外部経済によって企業集積が起こる場合，効率性指標関数と社会資
本サービスの混雑がオフィス業務の生産関数にどのような影響を与えているの
かを把握することが決定的に重要であることが示されている。
なお，本研究では業務地区における規制緩和によって，家計と企業の立地分
布が変化し都市の境界も変化することによる都市全体の交通費用の逓減効果を
考慮していない。一般に単一中心都市モデルでは容積率規制の緩和は都市圏を
縮小し，都市全体の交通費用を低下させる効果がある。このような総合的な効
果の検討は今後の課題である。本研究の仮説を実証分析によって検証する場合
には，効率性指標と社会資本サービスによって特徴づけられる事業所の付け値
賃料関数とオフィスビル開発における生産関数，または費用関数の推定が必要
である。土地利用規制と内生変数の因果律が満たされるためにはいくつかの諸
条件が必要であり，関数の特定化や推定モデルの選択においてこれらの慎重な
検証が必要である。
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付論
ここでは本稿の競争均衡解の数値的な特徴づけをおこなう。数値解を計算す
るために次のオフィス業務生産関数を想定する。
yj = A0N−cj
[
αs−ρj + (1− α)−ρj
]−1/ρ
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ここで，A0N
−c
j は社会資本投入要素を示しており，混雑率は 
Z
j = −c であ
る。また，σ = 1/(1 + ρ) より代替の弾力性が定義でき，ζj = α/1 − α であ
る。本文で定義したように効率性指標関数は (10)式で与えられる。
最適化問題を解くことによって得られる付け値賃料関数は
Rj = α−σ/1−σ
[
A1−σ0 N
−c(1−σ)
j − (1− α)σW 1−σνσ−1j
]1/1−σ
であり，ゼロ利潤における一人あたり床面積需要関数は
s˜j = ασ/1−σ
(
W
1− α
)σ [
A1−σ0 N
−c(1−σ)
j − (1− α)σW 1−σνσ−1j
]−σ/1−σ
ν1−σj
となる。次に（敷地面積あたり）床面積生産関数を
qj = β0(θKkj)βθ
1−β
L
と定義する。したがって，容積率規制が非拘束的なときの床面積供給関数は利
潤最大化問題より
qj = β
1/1−β
0 β
β/1−βθLiβ/β−1R
β/1−β
j
となる。
ベンチマークとなるパラメータを次のように設定した。
J = 25(区画数),
A0 = 1.0, c = 2,
α = 0.2, (ζ = 4) σ = 0.8,
a = 1.0, δ = 1.0,
β0 = 0.85, β = 0.5, i = 0.03, θK = θL = 0.8　∑
j
Nj = N¯ = 25, rAj = 0
分析対象となる業務地区は 5× 5の正方格子で形成された 25の区画を持ち，
区画内での移動距離は 0，隣接する区画への（重心間の）移動距離は 1である
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ものとしよう。ただし，マンハッタン・ウォークを仮定し，斜めへの移動はで
きないものとする。3 行 3 列目の番地区画はこの業務地区全体の中心になる
（平均移動距離が最小となる）第 13番目の区画である。また，1行 1列目と 5
行 5列目の番地区画，および 1行 5列目と 5行 1列目の番地区画において移
動距離は最大の d = 8となる。
はじめに容積率規制が存在しないケースを考えよう。図 1は，この設定で近
似計算された労働者分布を示している。最も利便性の高い第 13番目の区画に
集積が起こり，この区画の労働者数は最も労働者数の少ない地区の 14.3倍に
なる。また，25区画の労働者数の標準偏差は SD(N) = 0.92である。開発が
自由な競争市場における，実効容積率は図 2のように分布し，第 13番目の区
画において最大の q13 = 1161.14となる。
いま，第 13番目の区画の容積率を q¯13 = 1000となるように，都市計画者が
恣意的に規制するものとしよう。規制の有無によって都市構造がどのように変
化するのかを表 2に示した。このとき中心部への集積が抑制されるので，労働
図 1 労働者分布 1(J = 25)
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図 2 実効容積率の分布 (J = 25)
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表 2 規制緩和の効果
規制あり 規制なし 変化率 (%)
q 1000.00 1161.14 16.1
SD(N) 0.86 0.92 .
W 79.98 84.69 5.9∑
rj 979.10 985.22 0.6
Sˆ . . 6.5
表 3 建ぺい率規制の変化
θL 0.5 0.6 0.7 0.8
W 68.5 73.9 79.2 84.7
SD(N) 0.78 0.83 0.87 0.92
者分布は若干平準化され，25区画の労働者数の標準偏差は SD(N) = 0.92か
ら SD(N) = 0.86 に変化する。また，集積の経済が失われることによって賃
金率W，地代収入も低下する。賃金率と地代収入の変化額を利用して余剰変
化を計測すると，規制によって 6.5%下落することがわかる。すなわち，容積
率規制水準を 1%だけ強化すると，Sˆ/qˆ = 0.40より，約 0.4%都市の付加価値
が減少する。なお，このケースは混雑の外部不経済を上回る集積の利益が都市
全体で発生しているときだけで成立する。
次に J = 3 のケースでも符号が確定しなかった，建ぺい率規制の効果につ
いて検討する。この場合，第 13番目の区画においてのみ容積率規制が拘束的
あるという想定で分析を行う。表 3は建ぺい率規制水準に対応した均衡賃金率
と労働者のばらつき（標準偏差 SD(N)）を示している。規制水準が緩和（建
26           
築面積の増大）によって，集中化が起こり，生産性の高い都市構造になること
が示されている。
ただし，これらの結果は与えられた，近接性の利益 a，混雑率 c，代替の弾
力性 σ に大きく依存する。図 3は近接性の利益 aと労働者数のばらつき具合
を調べたものであり，a = 1.33において労働者数の標準偏差は最大に達する。
a < 1.33の領域では，労働者の分散がおこり平準化される傾向にある。なお，
この設定では a > 1.6において安定的な実数解は得られない。
また，混雑率 cの値が大きくなると，集積の経済を減殺する混雑の外部不経
済が発生してしまう。図 4は a = 1.0, a = 1.1, a = 1.3, a = 1.3の 4つのケー
スについて，混雑率 cと賃金率の対応関係を計測したものである。混雑率 cが
高まると，近接性の利益は混雑によって徐々に失われてしまうことが示されて
いる。したがって，混雑率の程度によっては規制緩和が厚生を低下させる可能
性もある。したがって，実証分析におけるこれらのパラメータ値の推定はきわ
めて重要である*3。
外部性があるとき，代替の弾力性の値によっては競争均衡解は必ずしも期待
された結果を示さないことが多い。Burmeister(1968)，Mundlak(1970)で指
摘されているように，要素集約度の逆転が何度か生じる可能性を排除できな
い。図 5は代替の弾力性 σ と労働者のばらつき，賃金率指数（σ = 0.8の水準
で基準化した値）の関係を計測したものである。賃金率と代替の弾力性との間
には単調な関係の存在が期待できるが，労働者数のばらつきを見ると，集中と
分散の傾向を知ることは困難である。なお，図 6の σ = 0.3の場合は，業務地
区の周辺部に集積が起こり，集中度の極めて小さい副都心が形成される。
*3 唐渡（2006）では，発生交通量を同時空間自己回帰モデルから推定している。実効容積率
1%の増大は 0.9%の集積増大を生み出し，このとき，発生交通量が 0.6%上昇することが
実証されている。
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図 3 近接性の利益 aと労働者数のばらつき
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図 4 混雑率 cと賃金率
−1 0 1 2 3 4
0
20
00
60
00
10
00
0
Conjestion elasticity of Infrastructure: c
W
ag
e
a = 1
a = 1.1
a = 1.2
a = 1.3
28           
図 5 代替の弾力性 σ と労働者のばらつき，賃金率
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図 6 労働者分布 2(σ = 0.3)
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